自治体の防災体制と施策の展開に関する2011年度調査票
調査概要　

【調査実施機関】　明治大学　危機管理研究センター　
プロジェクト代表：中林一樹　特任教授
本調査は、文部科学省科学研究費補助金基盤S（課題番号19101007）「巨大複合災害とその減災戦略」（課題代表　関西大学教授　河田恵昭）の一環として行うものです。

【調査対象】　全国の市・特別区の地域防災計画担当部署
【調査目的】本調査の目的は次の３つです。
・東日本大震災直前の全国の自治体の防災対策の現状の把握

・東日本大震災をきっかけとする災害対応策の見直しの状況の把握
・自治体の防災力の総合化と特色ある災害対応施策の把握
なお、本調査は、今後、定期的に継続して行うことを予定しております。そのことにより、自治体の防災体制の全国的な状況と各自治体の比較、また、各自治体の防災施策の展開状況の把握に活用して頂くことを将来的な目標としています。
【調査票構成】本調査票は、災害対応の段階に応じて①～⑥の分野に分かれ、それぞれ10項目程度の設問があります。また、⑦はご回答頂く貴自治体に関して伺うものです。
	大分類
	分野

	事前準備
	①被災可能性の認識
	②災害予防対策

	災害対応
	③体制・計画
	④災害対応対策

	復原力
	⑤復旧・復興対策
	⑥地域防災力

	その他
	⑦貴自治体の現状など


【回答方法】
・各設問は4つの選択肢があります。ご回答していただく方のお考えで、あまり悩まず「これかな」と思う選択肢を、時間をかけずに１つだけ選んで、ご記入ください。
・ご記入いただきました調査票につきましては、同封の返信用封筒にて、平成24年１月13日までにご投函頂きますようお願いいたします。
・または、電子データによるご回答をご希望の際は、お手数ですが、後述URLより調査票のデータをダウンロードの上、後述メールアドレスまで添付ファイルにて送信をお願いいたします。

・調査票ダウンロードURL　 　http://www.kisc.meiji.ac.jp/~crisishp
（「明治大学危機管理研究センター」で検索もできます。）

・回答送付先E-mail  em@kisc.meiji.ac.jp
【調査結果の公表】
・調査にご協力を頂きました自治体には、調査集計結果をお送りいたします。

・ご回答は統計的に処理いたします。事前の了承なく個々の自治体の回答内容があきらかになることは一切ございません。
【問合せ先】　明治大学　危機管理研究センター

調査担当：研究員　小田切　
電話　03-3296-4422　 FAX：03-3296-4425　E-mail  em@kisc.meiji.ac.jp
分野①被災可能性の認識
問１　貴自治体では、平成16～22年度において次の災害事象の防災マップを作成し、公開していましたか。1-1～1-4の災害種別ごとに、1～5の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近い選択肢をひとつだけ選び、該当欄に○をつけてください。
なお、本設問の防災マップは、「被災想定区域」や「被災程度」の図示よりも、災害が起きた場合の避難場所、避難ルート、防災備蓄倉庫などを中心に地図に表現したものを指します。
	防災マップ作成と公開状況
	災害種別

	
	1-1洪水
	1-2土砂
災害
	1-3津波
	1-4地震

	1. 防災マップは作成していなかった。
	
	
	
	

	2. 防災マップの作成、公表の準備中だった。
	
	
	
	

	3. 防災マップを作成していたが、公表はしていなかった。
	
	
	
	

	4. 防災マップを作成し公表していた。
	
	
	
	

	5. 設問の災害が起こる地域ではない。
	
	
	
	


問２　貴自治体では、平成16～22年度において、地域防災対策を検討したり、推進するために、「被害想定」を作成し、公開していましたか。災害種別ごとに、1～4の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近い選択肢をひとつだけ選び、該当欄に○をつけてください。
なお、地震、風水害（台風及び集中豪雨による高潮、洪水、土砂災害など）以外で、貴自治体にとって重要な対象災害がありましたら、2-3に種別をご記入のうえ、ご回答ください。
	被害想定作成と公開状況
	災害種別

	
	2-1地震
	2-2風水害
	2-3（　　　）

	1. 都道府県によるものも含め被害想定はなかった。
	
	
	

	2. 都道府県または独自の被害想定結果は出ていたが、公表していなかった。
	
	
	

	3. 都道府県の被害想定を自治体の広報で公表していた。
	
	
	

	4. 都道府県の被害想定以外に独自に被害想定し、公開していた。または、公開を前提とした独自の被害想定作業中であった。あるいはその検討を始めていた。
	
	
	


問３　貴自治体では、平成16～22年度において、次の災害事象のハザードマップを作成し、公開していましたか。3-1～3-3の災害種別ごとに、1～5の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近い選択肢をひとつだけ選び、該当欄に○をつけてください。
なお、本設問のハザードマップは、地図に記載されている情報の中に、浸水深や土砂災害警戒区域などの「被災想定区域」やその「被災程度」が地図に表現されているものとします。
また、3-1～3-3の災害以外に貴自治体にとって重要な対象災害がありましたら、3-4に種別をご記入のうえ、ご回答ください。
	ハザードマップ作成と公開状況
	災害種別

	
	3-1洪水
	3-2土砂災害
	3-3津波
	3-4

（　　 ）

	1. ハザードマップは作成していなかった。
	
	
	
	

	2. ハザードマップの作成、公開の準備中だった。
	
	
	
	

	3. ハザードマップを作成していたが、公開はしていなかった。
	
	
	
	

	4. ハザードマップを作成し公開していた。
	
	
	
	

	5. 設問の災害が起こる地域ではない。
	
	
	
	


問４　貴自治体の災害対応策、地域防災計画の根拠となっている被害想定（回答時点で）のうち、次の災害種別ごとに＜死者数最大となる災害＞ケースの死者数、全損建物数（全壊・全焼・流失など）について、数値をご記入ください。
なお、地震、風水害（台風及び集中豪雨による高潮、洪水、土砂災害など）以外で、貴自治体にとって重要な対象災害がありましたら、「その他」欄にその種別・災害名称をご記入ください。
	災害種別
	死者数（最大ケース：人）
	全損建物数（最大ケース：棟）

	地震（地震名称：　　　　　　）
	
	

	風水害（河川名称：　　　　　）
	
	

	その他（　　　　　　　　　）
	
	


問５　貴自治体では、平成16～22年度において、広域（3都道府県以上にわたる範囲）が同時期に被災する複合災害を想定されていましたか。1～4の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近い選択肢をひとつだけ選び、○をつけてください。
	1.
	広域複合災害を想定した対策はとっていなかった。

	2.
	広域複合災害を想定して、地域防災計画を策定していた。

	3.
	広域複合災害を想定して、地域防災計画を策定し、独自の対策対応マニュアルを作成していた。

	4.
	広域複合災害を想定して、地域防災計画を策定し、独自の対策対応マニュアルを作成し、訓練も行っていた。


分野②災害予防対策
問６　貴自治体では平成16～22年度において、地震災害等の被害軽減のために6-1～6-11にあげる取り組みを展開されていましたか。各設問ごとに1～4の選択肢の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。
6-1民間の「木造住宅（戸建てまたは集合住宅）」の不燃化促進施策について
	1.
	不燃化促進のための支援制度は全くなかった。

	2.
	不燃化の相談窓口を設けていた。

	3.
	不燃化の相談窓口に加え、不燃化工事費助成も行っていた。

	4.
	不燃化の相談窓口に加え、不燃化工事費助成も行っていて、行政と民間専門家団体、自治会との協働体制により実施していた。


6-2民間の「木造住宅」の不燃化促進施策の平成22年度の実績について

	1.
	不燃化促進のための支援制度がなかったので、実績もなかった。

	2.
	平成22年度は、当初見込みの50％以下の実績だった。

	3.
	平成22年度は、当初見込みの50％以上の実績だった。

	4.
	平成22年度は当初見込みどおりの実績だった。さらに、見込み以上の申し込みもあった。


6-3民間の「木造住宅（戸建てまたは集合住宅）」の耐震化促進施策について
	1.
	耐震化促進のための支援制度は全くなかった。

	2.
	耐震化の相談窓口、技術者（行政職員・民間専門家など）派遣、耐震診断に対する支援のうち、複数の助成制度があった。

	3.
	耐震化の相談窓口、技術者派遣、耐震診断に対する支援に加え、耐震設計費助成、耐震改修工事費助成も行っていた。

	4.
	耐震化の相談窓口、技術者派遣、耐震診断に対する支援に加え、耐震設計費助成、耐震改修工事費助成制度があり、行政と民間専門家団体、自治会との協働体制により実施していた。


6-4民間の「木造住宅」の耐震化促進施策の平成22年度の実績について

	1.
	耐震化促進のための支援制度がなかったので、実績もなかった。

	2.
	平成22年度は、当初見込みの50％以下の実績だった。

	3.
	平成22年度は、当初見込みの50％以上の実績だった。

	4.
	平成22年度は、当初見込みどおりの実績だった。さらに、見込み以上の申し込みもあった。


6-5店舗や作業所、事務所など「事業所」の耐震化促進施策について
	1.
	耐震化促進のための支援制度は全くなかった。

	2.
	耐震化の相談窓口、技術者（行政職員・民間専門家など）派遣、耐震診断に対する支援のうち、複数の助成制度があった。

	3.
	耐震化の相談窓口、技術者派遣、耐震診断に対する支援に加え、耐震設計費助成、耐震改修工事費助成も行っていた。

	4.
	耐震化の相談窓口、技術者派遣、耐震診断に対する支援に加え、耐震設計費助成、耐震改修工事費助成制度があり、行政と民間専門家団体、商工会議所など関連団体との協働体制により実施していた。


6-6店舗や作業所、事務所など「事業所」の耐震化促進施策の平成22年度の実績について

	1.
	耐震化促進のための支援制度がなかったので、実績もなかった。

	2.
	平成22年度は、当初見込みの50％以下の実績だった。

	3.
	平成22年度は、当初見込みの50％以上の実績だった。

	4.
	平成22年度は、当初見込みどおりの実績だった。さらに、見込み以上の申し込みもあった。


6-7「公立小・中学校」の耐震化対策について

	1.
	全校数の60％以下程度だった。

	2.
	全校数の約60％程度の小・中学校で完了または進行中だった。

	3.
	大部分（90%程度）の小・中学校で完了していた。

	4.
	ほぼ全ての小・中学校の耐震化を完了していた。


6-8「市区役所（本庁舎）」の耐震化対策について

	1.
	耐震診断をしていなかった。

	2.
	耐震診断の結果、耐震性は不十分だが、耐震改修の予定はなかった。

	3.
	耐震診断の結果を受けて、不十分ではあるが、耐震改修を実施し、耐震性を上げてあった。

	4.
	耐震診断の結果、耐震性は十分であった。または、耐震診断の結果を受けて、十分な耐震改修を実施してあった。


6-9災害拠点病院やそれに代わる病院として、貴自治体（地域）で災害時医療行為の中心となる「基幹的な病院」の耐震化対策について
	1.
	耐震診断をしていなかった。

	2.
	耐震診断はおこなった、耐震性は不十分だが、耐震改修の予定はなかった。

	3.
	耐震診断の結果を受けて、不十分ではあるが、耐震改修を実施し、耐震性をあげてあった。

	4.
	耐震診断の結果、耐震性は十分であった。または、耐震診断の結果を受けて、十分な耐震改修を実施してあった。


6-10密集市街地の整備改善「防災まちづくり」について（貴自治体でもっとも進展している事例についてお伺いします。）
	1.
	防災まちづくりが必要な地区があるが、どこの地区も地元との話し合いもなかなかできない状況にあった。

	2.
	地元との話し合いを重ねていた。

	3.
	地区計画など整備計画を策定していた。

	4.
	細街路の拡幅や防災広場の整備など事業実績があった。


6-11貴自治体で、災害対応時に中心拠点となるような「大規模な公園や道路」の整備について
	1.
	整備計画はあるが、事業化のめどは全く立っていなかった。

	2.
	整備計画に沿って整備が始まっていた。

	3.
	整備計画に沿って整備が進んでいたが、事業化が困難な道路・公園は未整備のままであった。

	4.
	整備計画に沿って整備はほぼ完成し、未整備な道路・公園の事業化の目処もたっていた。


分野③体制・計画
問７　貴自治体では以下の項目について2010年度までには、どのような取り組み状況でしたか。7-1から7-3までの設問ごとに、1～4の選択肢の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。
7-1「地域防災計画」は、いつ改定していましたか。日本全国どこでも被災の可能性がある「地震」と「風水害対策」について、教えてください。なお、ここでの「改定」は内容に関わるものであり、組織改正などに伴う組織名称の変更など軽微な改定・変更は含みません。
7-1-a地震編の過去の改定
1. 2000年度以前に改定した。　

2. 2001年度～2004年度に 　3. 2005～2007年度に

4. 2008～2010年度に改定した（東日本大震災発生に伴う見直しは含みません）。
7-1-b風水害編の過去の改定
1. 2000年度以前に行った。　

2. 2001年度～2004年度に 　3. 2005～2007年度に

4. 2008～2010年度に改定した（東日本大震災発生に伴う見直しは含みません）。
7-2災害時に地域防災計画を実際に運用するための「対応活動要領（対応マニュアル）」を策定していましたか。
1. 策定していなかった。　2. 策定中だった。
3. 策定してあった。　　　4. 策定し改定もしてあった。
7-3災害対策担当部署の人員増強や組織改正など、「災害体制」の見直しや強化をおこなっていましたか。
1. 2000年度以前におこなった。

2. 2001年度～2004年度に 3. 2005～2007年度に。

4. 2008～2010年度に（東日本大震災発生に伴う見直しは含みません）
問８　現在、貴自治体では、東日本大震災を踏まえ、8-1～8-5にあげる項目について、見直しや改定について考えていますか。8-1から8-5までの設問ごとに、1～4の選択肢の中で貴自治体の現在の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。
8-1「被害想定」の東日本大震災を踏まえての見直しについて
1. 未定である。あるいは見直し・改定の考えはない。　　2. 最小限の見直しの予定　　
3. かなり大幅な見直しの予定　　4. 抜本的な見直しの予定
8-2「地域防災計画」の東日本大震災を踏まえての見直しについて
1. 未定である。あるいは見直し・改定の考えはない。　　2. 最小限の見直しの予定　　
3. かなり大幅な見直しの予定　　4. 抜本的な見直しの予定
8-3　災害時の「対応活動要領（対応マニュアル）」の東日本大震災を踏まえての見直しについて
	1.
	災害時の「対応活動要領（対応マニュアル）」は、元々、策定していない。または、見直しや改定は未定である。

	2.
	最小限の見直しの予定している。

	3.
	かなり大幅な見直しを予定している。

	4.
	抜本的な見直し予定している。


8-4　自治体の「業務継続計画（ＢＣＰ）」の東日本大震災を踏まえての策定について
	1.
	業務継続計画（BCP）は、元々策定していない。

	2.
	業務継続計画（BCP）は策定してあるが、その見直しや改定は未定である。

	3.
	業務継続計画（BCP）の最小限の見直し中である。または、最小限の見直しをしてある。

	4.
	業務継続計画（BCP）を策定中である。または、抜本的な見直し中である。または、抜本的見直しを予定している。


8-5　災害対策担当部署の人員増強や組織改正など「災害対応体制」の東日本大震災を踏まえての見直しについて
1. 未定あるいは見直し・改定の考えはない。　2. 最小限の見直しの予定している。
3. かなり大幅な見直しを予定している。　　　4. 抜本的な見直しを予定している。
④災害対応対策
問９　災害発生時に行う災害対応対策について、貴自治体において平成16～22年度の状況はどのようでしたか。9-1から9-7までの設問ごとに、1～4の選択肢の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。
9-1津波や大規模火災等発生時の「広域避難計画」及び訓練について

	1.
	「広域避難計画」の策定も訓練実施もしていなかった。

	2.
	「広域避難計画」は策定したが、訓練はしていなかった。

	3.
	数年おきに、津波や大規模火災を想定して、「広域避難計画」に基づき訓練をしていた。または、「広域避難計画」は未定だったが津波や大規模火災を想定して訓練していた。

	4.
	毎年、津波や大規模火災を想定して、「広域避難計画」に基づき訓練をしていた。または、計画は未定だが毎年、大規模火災を想定して訓練していた。


9-2災害発生時の「避難所運営マニュアル」について
	1.
	地域防災計画のみで、「避難所運営マニュアル（案）」は、まだ作成していなかった。

	2.
	「避難所運営マニュアル（案）」を作成したが、行政の内部資料だった。

	3.
	「避難所運営マニュアル」を行政が作成したが、まだ全部の地域や学校には説明していなかった。

	4.
	「避難所運営マニュアル」を行政が作成し、全自治会・学校に配って説明していた。


9-3災害発生時の「福祉避難所」対策について
	1.
	「福祉避難所」の重要性は気付いていたが、まだ検討していなかった。

	2.
	「福祉避難所」について検討を始めていたが、計画には至っていなかった。

	3.
	公共施設を「福祉避難所」として位置づけ、公表していたが、介護体制は未検討だった。

	4.
	公共施設の他、「福祉避難所」として協定した民間施設も公表し、介護体制も検討していた。


9-4災害発生時の高齢者や障がい者など「災害時要援護者対策」について
	1.
	必要性は指摘されていたが、これから検討するところだった。

	2.
	モデル的な取り組みを始めていたが、具体的な実施体制は未整備だった。

	3.
	数地区の町会で災害時要援護者対策を策定し、実施体制も整っていた。

	4.
	全地区（町会）で災害時要援護者対策を策定し、避難訓練もしていた。


9-5災害発生時の生活物資や非常食などの「物資の備蓄」について

	1.
	防災倉庫に備蓄し、1日程度なら対応できる状態だった。

	2.
	防災倉庫の備蓄に加え、流通在庫備蓄も進めていて、1日以上、対応できる状態だった。

	3.
	防災倉庫の備蓄に加え、流通在庫備蓄も実施し、2日間以上、対応できる状態だった。

	4.
	防災倉庫の備蓄に加え、流通在庫備蓄も実施し、3日間以上、対応できる状態だった。


9-6災害発生時の広報（情報伝達）対策について
	1.
	山間地集落やビルの谷間など、地域によっては一部に情報が伝わらない問題があった。

	2.
	山間地集落やビルの谷間など、地域によっては一部に情報が伝わらない問題はあったが、防災無線個別無線受信機などの設置により改善しつつあった。

	3.
	山間地集落やビルの谷間など、地域によっては一部に情報が伝わらない問題はあったが、防災無線個別無線受信機などの設置によりほぼ解決していた。

	4.
	山間地集落やビルの谷間など、地域によっては一部に情報が伝わらない問題はあったが、防災無線個別受信機などの設置により万全の体制になっていた。


9-7災害発生時の行政組織内の緊急連絡手段（情報伝達）の整備について

	1.
	災害時の行政組織内の緊急連絡手段の特段の整備はしていなかった。

	2.
	民間通信事業者に重要回線確保を依頼し、災害時の部局間の連絡は確保されていた。

	3.
	衛星電話を主要部局間に配備し、緊急時連絡手段はとれていた。

	4.
	衛星電話、無線電話など部局間に配備し、緊急時連絡手段は万全であった。


9-8災害発生時の救出救助活動体制について　

	1.
	消防団が中心で、最近は入団者確保が困難であるなど、救出救助活動の課題を検討中だった。

	2.
	消防団が中心であるが、小規模な災害なら救出救助はある程度対応できる体制であった。

	3.
	消防隊・消防団等を中心に、小規模な災害なら救出救助は十分な対応体制だった。

	4.
	消防隊・消防団等を中心に、ハイパーレスキュー（高度救助隊）も整備し、救出救助は万全な体制であった。


⑤復旧復興対策
問10　災害からの復旧復興に関して、貴自治体において平成16～22年度までの状況はどのようでしたか。10-1から10-11までの設問ごとに、1～4の選択肢の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。

10-1　社会福祉協議会などの「ボランティア」の受け入れ体制について
	1.
	ボランティアの受け入れ経験はなく、受け入れ体制は未検討だった。

	2.
	ボランティアの受け入れ経験はなかったが、受け入れ体制は計画されていた。

	3.
	大規模なボランティの受け入れ経験はなかったが、受け入れ体制は計画されていて、訓練も行ったことがあった。

	4.
	大規模なボランティアの受け入れ経験があり、受け入れ体制も整い、訓練もしていた。


10-2　災害時の他自治体からの応援職員の受け入れ体制について

	1.
	災害時に他自治体からの応援職員を受け入れることは想定していなかった。

	2.
	災害時に他自治体からの応援職員を受け入れる体制や手順を検討してあった。

	3.
	災害時に他自治体からの応援職員を受け入れる窓口、宿泊場所、支援を受ける業務などをマニュアル（地域防災計画を含みません）として策定してあった。

	4.
	災害時に他自治体から応援職員を受け入れた経験があり、マニュアルを作成し、訓練を実施していた。


10-3他自治体との災害時相互応援協定の締結について

	1.
	他自治体と災害時相互応援協定は締結していなかった。

	2.
	近接自治体、同じ都道府県内の自治体と災害時相互応援協定を締結していた。

	3.
	近接自治体だけでなく遠隔地（関東地方の自治体なら九州地方の自治体などと）の自治体と災害時相互応援協定を締結していた。

	4.
	近接自治体および遠隔地の自治体と相互応援協定を締結し、協定に基づいて、平常時から職員交流を実施していた。


→2.3.4.を選択の場合、本調査票最終ページに締結先、協定理由をご記入ください。

10-4「ガレキ処理体制」の準備について
	1.
	ガレキ処理に関して検討はしていなかった。

	2.
	災害時に建設関連業界団体（建設・造園・重機リース）に要請することになっていた。

	3.
	建設関連業界団体（建設・造園・重機リース）と災害時のガレキ処理に関する協定を締結していた。

	4.
	建設関連業界団体（建設・造園・重機リース）と災害時のガレキ処理に関する協定を締結し、災害時対応訓練も行っていた。


10-5　応急危険度判定業務について

	1.
	応急危険度判定業務に関しては「地域防災計画」に記載してあり、マニュアル作成は検討していなかった。

	2.
	自治体として応急危険度判定業務に対応するためのマニュアル（応急危険度判定士の業務マニュアルを除きます）策定を検討していた。

	3.
	自治体としての応急危険度判定業務マニュアルを策定してあった。

	4.
	自治体としての応急危険度判定業務マニュアルを策定し、マニュアルに基づいて訓練も実施していた。


10-6り災証明発行のための「建物の被害認定調査業務」の準備

	1.
	建物の被害認定調査業務は地域防災計画に掲載してあり、マニュアル作成は考えていなかった。

	2.
	りさい証明発行のための「業務対応マニュアル」の作成を検討していた。

	3.
	りさい証明発行のための「業務対応マニュアル」を作成してあった。

	4.
	りさい証明発行のための「業務対応マニュアル」を作成し、被害認定調査や窓口開設等の訓練もしていた。


10-7「応急仮設住宅」の建設準備について
	1.
	都道府県の業務であり、必要戸数の想定や建設可能用地の把握などはしていなかった。

	2.
	被害想定から必要戸数を想定していたが、建設可能用地の把握まではしていなかった。

	3.
	被害想定から必要戸数を想定し、建設可能用地をリストアップしていた。

	4.
	被害想定から必要戸数を想定し、建設可能用地を確保し、民間の用地提供協定も締結していた。


10-8民間借り上げによる「応急仮設住宅」（見なし仮設）の準備について

	1.
	「応急仮設住宅」の準備は都道府県の業務であり、応急仮設住宅の必要戸数の想定や民間賃貸住宅の空室の把握などはしていなかった。

	2.
	民間賃貸住宅関連団体と災害時の空室紹介など応援協定を締結していた。

	3.
	被害想定から応急仮設住宅の必要戸数を想定し、民間賃貸住宅の借り上げ可能戸数の把握までしていた。

	4.
	被害想定から応急仮設住宅必要戸数を想定し、民間賃貸住宅の災害時みなし仮設住宅借り上げ協定を民間賃貸住宅関連団体と締結していた。


10-9「上水道施設」の復旧対策について

	1.
	緊急漏水対応の体制はとっていたが、災害時の上水道施設復旧対応は特に検討していなかった。

	2.
	災害時の上水道施設復旧を民間水道工事事業者団体に要請することになっていた。

	3.
	災害時の上水道施設復旧に関する協定を民間水道工事事業者団体と締結していた。

	4.
	災害時の上水道施設復旧に関する協定を民間水道工事事業者団体と締結し、災害時対応訓練も行っていた。


10-10「災害復興マニュアル」の策定について
	1.
	災害からの復興の進め方に関しては、地域防災計画に記載してあるのみだった。

	2.
	災害からの復興の進め方や復興目標の設定など「災害復興マニュアル」策定は考えていなかったが、地域防災計画の復興編を拡充してあった。

	3.
	地域防災計画の復興編を拡充し、「災害復興マニュアル」策定も検討していた。

	4.
	地域防災計画の復興編を拡充し、「災害復興マニュアル」を策定していた。


10-11職員の「復興図上訓練」や「復興まちづくり訓練」の実施について
	1.
	災害復興に関して、職員を対象とした訓練や研修などを実施したことはなかった。

	2.
	都道府県の復興に関した訓練や研修に職員を参加させてきていた。

	3.
	都道府県の「復興訓練」の機会があれば参加するだけでなく、独自に職員対象の「復興まちづくり訓練」を実施したことがあった。

	4.
	都道府県の「復興訓練」の機会があれば参加し、独自に地域住民と行政協働による「復興まちづくり訓練」も実施したことがあった。


⑥地域防災力
問11　貴自治体では、地域コミュニティなどでの防災の取り組みについて、平成16～22年度はどのような活動状況でしたか。11-1から11-9までの設問ごとに、1～4の選択肢の中で貴自治体の東日本大震災直前の状況に最も近いものをひとつだけ選び、○をつけてください。
11-1「自主防災組織」の結成状況について
	1.
	自治会・町会やマンションなど、自主防災組織の結成は、40％以下であった。

	2.
	自治会・町会やマンションなど、自主防災組織の結成は、およそ60％であった。

	3.
	自治会・町会やマンションなど、自主防災組織の結成は、およそ80％であった。

	4.
	自治会・町会やマンションなど、自主防災組織の結成は、ほぼ100％であった。


11-2地域の「自主防災組織」の活動状況について
	1.
	全体的に自主防災組織の活動はあまり活発ではなく、自主的に独自の活動や訓練に取り組む組織は1／4（25％）以下であった。

	2.
	2／1（50％）ほどの自主防災組織で、自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。

	3.
	3／4（75％）ほどの自主防災組織で、自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。

	4.
	ほとんどすべての自主防災組織で自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。


11-3地域の「自主防災組織」（町会・自治会を除く）への支援状況について

	1.
	貴自治体から町会・自治会の自主的防災活動に対する支援制度はあった。

	2.
	町会・自治会の自主的防災活動以外の、自主防災組織の育成や活動支援の制度を検討していた。

	3.
	町会・自治会の自主的防災活動以外の、自主防災組織の育成や活動支援の何らかの制度があった。

	4.
	町会・自治会の自主的防災活動以外の、自主防災組織の育成や活動支援の制度があり、資機材の支給または資機材購入費を助成していた。


11-4貴自治体地域内の民間事業所の自衛消防組織の活動状況について

	1.
	全体的に自衛消防組織の活動はあまり活発ではなく、自主的に独自の活動や訓練に取り組む組織は1／4（25％）以下であった。

	2.
	2／1（50％）ほどの自衛消防組織で、自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。

	3.
	3／4（75％）ほどの自衛消防組織で、自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。

	4.
	ほとんどすべての自主防災組織で自主的に訓練や独自の活動に取り組んでいた。


※自衛消防組織とは、消防法において一定規模を有する事業所において設置が義務付けられている事業所の従業員により構成された自衛の消防組織をいいます。

11-5貴自治体地域内の民間事業所の地元地域と連携した防災活動の状況について

	1.
	地域と連携して自主的防災活動に取り組む民間事業所は1／4（25％）以下であった。

	2.
	地域と連携して自主的防災活動に取り組む民間事業所は2／1（50％）ほどであった。

	3.
	地域と連携して自主的防災活動に取り組む民間事業所は3／4（75％）ほどであった。

	4.
	民間事業所のほとんどすべてが地域と連携して自主的防災活動に取り組んでいた。


11-6公立小・中学校での防災訓練について
	1.
	全小・中学校で火災時を想定した児童・生徒の避難訓練を定期的に実施していた。

	2.
	全小・中学校で児童・生徒の定期的な避難訓練に加え、保護者も参加する防災訓練（引き取り訓練など）を定期的に実施していた。

	3.
	半数以上の小・中学校で、年に1回は地域ぐるみの防災訓練（避難所運営訓練など）を実施していた。

	4.
	ほぼ全部の小・中学校で、年に1回は地域ぐるみの防災訓練（避難所運営訓練など）を実施していた。


11-7公立小・中学校での防災教育について

	1.
	主に、教科教育の中で防災教育に取り組んでいた。

	2.
	教科教育および総合的学習、特別活動の中で防災教育に取り組んでいた。

	3.
	自治体として「防災教育に関する指導計画」を作成し、教科教育、総合的学習の時間、特別活動を総合的に活用して自治体独自の防災教育に取り組んでいた。

	4.
	3.の内容に加え、自治体独自の防災副読本を作成して自治体独自の防災教育に取り組んでいた。


11-8病院など「医療福祉施設」の防災訓練について
	1.
	医療福祉施設の防災訓練は、各施設に任せて実施されていた。

	2.
	医療福祉施設の防災訓練は、各施設に任せて、毎年実施されていた。

	3.
	医療福祉施設の防災訓練は、要請に応じて行政も関わって、各施設で年に一度は実施されていた。

	4.
	医療福祉施設の防災訓練は、要請に応じて行政も関わって、年に数回以上、実施されていた。


11-9「防災講演会」「防災講座」（防災訓練を除く）などへの市民の関心について
	1.
	防災訓練以外に市民向けに防災に関する講演会、講座は特に実施していなかった。

	2.
	防災に関する講演会・講座は、開催しても市民の参加申し込みは多くなかった。

	3.
	防災に関する講演会・講座には、毎回見込み通りの市民の参加申し込みがあった。

	4.
	講演会・講座には毎回、定員を上回る応募があった。また、防災に関心を持つ市民団体主催の講演会・講座も開催されていた。


⑦防災上の課題
問12　貴自治体の防災施策の特長・特色を代表・象徴する施策を教えて下さい。（ご自由にご記入ください。）
問13　自治体全般の防災力を代表、象徴するとお考えになる施策を教えて下さい。ご回答頂く方のお考えでお願いいたします。
問14　東日本大震災を踏まえ、貴自治体地域にとって、改めて認識された課題はどのようなことですか。ご回答頂く方のお考えをご自由にご記入ください。
	


問10-3（11頁）の回答欄・・・不足する場合、別紙にご記入をお願いいたします。
	締結先の自治体名称
	

	協定名称
	

	締結先

選定理由
	


理由例：首長出身地であることをきっかけに、従来から姉妹都市・友好都市であった／名称が同じである／故事来歴による縁があった／特徴ある施設が共通している／市民保養施設の縁があった／過去の災害の教訓等から遠隔地であることを理由に締結した

※「20大都市災害時相互応援に関する協定」、「中核市災害時相互応援に関する協定」、「特例市災害時相互応援に関する協定」に関しては、理由を記載して頂かなくて結構です。

問15　貴自治体の東日本大震災発生時の状況について、教えてください。
	15-1　平成23年1月1日の人口
	人

	15-2　平成23年1月1日の世帯数
	世帯

	15-3　阪神・淡路大震災以降に、建物全損（全壊・全焼・流失）100棟以上の被害を受けた災害
	回

	15-4上記の災害名称と時期
	　名称

（　　　　　　　　　　　　　　）
	年

	
	　名称

（　　　　　　　　　　　　　　）
	年

	
	　名称

（　　　　　　　　　　　　　　）
	年

	15-5平成の大合併
	１．合併した　　　２．合併していない


	恐れ入りますが、ご回答頂いた自治体、ご回答者について教えてください。


	１　記入日
	　　　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　

	２　自治体名
	

	３　地方公共団体コード
	
	
	
	
	
	

	
	ご不明の場合、(財)地方自治情報センターのＨＰhttps://www.lasdec.or.jp/cms/1,0,14.htmlにてご確認をお願いいたします。）

	４　ご担当者氏名

（名刺を添付していただけると幸いです）
	

	職名（職種・職層名）
	

	ＴＥＬ
	

	ＦＡＸ
	

	職場での個人メールアドレス
または、部署メールアドレス
	　　　　　　　　　　＠　　　　　　　　　


回答にご協力を頂き、誠にありがとうございました。









本レーダーチャートは、防災力診断シートに転記していただいた回答選択肢番号（得点）を分野別に合計し、その得点割合（合計点／分野ごとの満点×100）をご記入頂くことで、防災力の弱み・強みの分野を判断できるようになっています。ご利用頂ければ、幸いです。








・・・・・・・・・問8につきましては、現在の状況をお答えください。・・・・・・・・・
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